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「０６－０８中期経営計画（平成１８年３月期から平成２０年３月期）」について 

 当社は、平成１５年５月１６日に公表いたしました中期経営計画（平成１６年３月期

～平成１８年３月期）を最近の市場動向等に対応して一部修正し、「０６－０８中期経営

計画」を策定いたしましたので、お知らせいたします。 

１． 市場環境の現状と今後の市場動向予測 

平成１４年４月からのジェネリック医薬品使用促進策実施に続いて、平成１５年４月

より大学病院等の８２の特定機能病院において急性期入院医療の包括評価制度（DPC）

が開始されました。さらに、平成１６年４月以降も６２の民間病院が DPC を導入し、

医療費の効率化が進み、ジェネリック医薬品の新規採用を検討する医療機関が増加して

います。また、神奈川県の聖マリアンナ医科大学病院や大阪府の国立循環器病センター

などの大病院が、昨年より外来薬剤について一般名処方を開始され、処方せんを取り扱

われる調剤薬局において、患者さんの選択による医療が推進されています。患者負担増

や健保財政の悪化による保険料の値上げにより、国民の医療費に対する負担感は増大し

ている中、ジェネリック医薬品の認知度が向上していくことにより、今後さらにジェネ

リック医薬品の需要が高まると考えられます。さらに、今後数年間、市場規模の大きい

先発医薬品特許が満了し、数多くのジェネリック医薬品の発売が見込まれています。一

方では、平成１６年４月の薬価引下げ、ジェネリック医薬品初収載時薬価の引下げ、国

立病院機構の共同購入等バイイングパワーの増大により、先発医薬品メーカーや卸事業

者も交えた市場競争が一層激化しています。 
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２． 当社の対応 

上記の市場変化により、ジェネリック医薬品市場の拡大が見込まれますが、当社は、

数あるジェネリック医薬品メーカーの中で No.１の評価を得ていくための条件である、

迅速かつ精緻、高いレベルでの情報提供、定期訪問に対応できる MR の質と量の確保、

高品質製品の安定供給について、より一層の体制整備に取り組んでまいります。さらに、

当社の知名度や信頼性を向上していくためにも、ジェネリック医薬品の普及啓発活動と

情報提供活動を積極的に展開し、大学病院等の新規取引先の獲得と既存取引先での採用

品目拡大を推進してまいります。 

３． 主要経営指標（連結） 

（単位：百万円） 

 
１８年３月期 

計画 

１９年３月期 

計画 

２０年３月期 

計画 

売上高 ２５，５５０ ２８，０００ ３１，３００ 

営業利益 ３，６５０ ３，７００ ４，５００ 

経常利益 ３，４８０ ３，５３０ ４，３３０ 

経常利益率 １３．６％ １２．６％ １３．８％ 

（１）3 ヵ年の研究開発費予定   ７，８５０百万円 

（２）3 ヵ年の広告宣伝費予定   ２，３００百万円 

（ご参考）平成１７年３月期連結業績予想  （単位：百万円） 

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 

   ２２，８２５ ２，０７０   １，９４０   ８５０ 

以 上 

上記の計画は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び平成１８年４月に

予定される薬価改正等は発表日現在における仮定を前提としております。 
実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。 
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